
平成２５年度　委託調査費に関する契約状況（７月～９月） 様式５

【会計名：東日本大震災復興特別会計】

（単位：円）

1

福島県等における原
発避難者向け災害公
営住宅の供給を推進
するための計画に係る
検討業務

株式会社環総合設計
随意契約（企画
競争）

89,743,500 7月10日

東日本大震災における福島第一原発事故に
より避難を余儀なくされている被災者の方々
は、県内外において不便な仮住まいを強いら
れていることから、被災地等において、早期に
大量の災害公営住宅を供給する必要があ
る。
本業務では、これから本格的な検討、整備が
進められる原発避難者向け災害公営住宅に
ついて、用地選定調査や基本計画の策定な
ど技術的な検討、調査に係る支援を行い、
今後の事業化の促進、的確な進行管理の実
現を図るとともに、早期供給を推進することを
目的とするものである。

住宅局住宅総合整備
課住環境整備室宅地
環境係
内線39-395

概要 部局等名 備考番号
物品役務等の名称

及びその明細
契 約 の 相 手 方
法 人 名 称

契約形態の別 契 約 金 額
契 約
締 結 日

2

宮城県（北部）等にお
ける災害公営住宅の
早期供給を推進する
ための計画に係る検
討業務

株式会社アークポイン
ト

随意契約（企画
競争）

69,510,000 7月10日

東日本大震災により住居を失った多くの被災
者の方々は、応急仮設住宅等において不便
な仮住まいを強いられていることから、被災
地においては、早期に大量の災害公営住宅
を供給する必要がある。
住まいの復興工程表において、宮城県では、
約15,500戸の災害公営住宅の供給が計画
されている。本業務では、被災地における災
害公営住宅の供給に当たって、供給前倒し
に係る検討、工程・供給時期が未確定な地
区の解消に向けた検討などを行い、今後の
事業化の促進、的確な進行管理の実現を図
るとともに、その検討結果・効果を地方公共
団体等に広く提供し、災害公営住宅の早期
供給を推進することを目的とするものである。

住宅局住宅総合整備
課住環境整備室宅地
環境係
内線39-395
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3

岩手県等における災
害公営住宅の早期供
給を推進するための
計画に係る検討業務

株式会社市浦ハウジ
ング＆プランニング

随意契約（企画
競争）

47,355,000 7月10日

東日本大震災により住居を失った多くの被災
者の方々は、応急仮設住宅等において不便
な仮住まいを強いられていることから、被災
地においては、早期に大量の災害公営住宅
を供給する必要がある。
住まいの復興工程表において、岩手県では、
約5,600戸の災害公営住宅の供給が計画さ
れている。本業務では、被災地における災害
公営住宅の供給に当たって、供給前倒しに
係る検討、工程・供給時期が未確定な地区
の解消に向けた検討などを行い、今後の事
業化の促進、的確な進行管理の実現を図る
とともに、その検討結果・効果を地方公共団
体等に広く提供し、災害公営住宅の早期供
給を推進することを目的とするものである

住宅局住宅総合整備
課住環境整備室宅地
環境係
内線39-395

給を推進することを目的とするものである。

4

福島県等における災
害公営住宅の早期供
給を推進するための
計画に係る検討業務

株式会社アルテップ
随意契約（企画
競争）

39,973,500 7月10日

東日本大震災により住居を失った多くの被災
者の方々は、応急仮設住宅等において不便
な仮住まいを強いられていることから、被災
地においては、早期に大量の災害公営住宅
を供給する必要がある。
本業務では、被災地における災害公営住宅
の供給に当たって、供給前倒しに係る検討、
工程・供給時期が未確定な地区の解消に向
けた検討などを行い、今後の事業化の促進、
的確な進行管理の実現を図るとともに、その
検討結果・効果を地方公共団体等に広く提
供し、災害公営住宅の早期供給を推進する
ことを目的とするものである。

住宅局住宅総合整備
課住環境整備室宅地
環境係
内線39-395
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5

宮城県（南部）等にお
ける災害公営住宅の
早期供給を推進する
ための計画に係る検
討業務

株式会社アルセッド建
築研究所

随意契約（企画
競争）

29,925,000 7月10日

東日本大震災により住居を失った多くの被災
者の方々は、応急仮設住宅等において不便
な仮住まいを強いられていることから、被災
地においては、早期に大量の災害公営住宅
を供給する必要がある。
住まいの復興工程表において、宮城県では、
約15,500戸の災害公営住宅の供給が計画
されている。本業務では、被災地における災
害公営住宅の供給に当たって、供給前倒し
に係る検討、工程・供給時期が未確定な地
区の解消に向けた検討などを行い、今後の
事業化の促進、的確な進行管理の実現を図
るとともに、その検討結果・効果を地方公共
団体等に広く提供し 災害公営住宅の早期

住宅局住宅総合整備
課住環境整備室宅地
環境係
内線39-395

団体等に広く提供し、災害公営住宅の早期
供給を推進することを目的とするものである。

6

千葉県習志野市にお
ける平成２５年度都市
部官民境界基本調査
業務

（株）ヤチホ 一般競争入札 16,695,000 7月31日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

7
復興工事における現
場配置技術者等の実
態調査業務

一般財団法人　国土
技術研究センター

随意契約（企画
競争）

12,127,500 8月2日

東日本大震災に伴う復興工事について、現
場配置技術者の実態及び工事発注時の要
件等をアンケート・ヒアリング等により調査し、
技術者情報の分析と技術者配置要件等につ
いて検討を実施し、必要な資料を作成する
業務。

土地・建設産業局建
設業課技術検定係
内線24-744
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8

千葉県八千代市（第1
区域）における平成２
５年度都市部官民境
界基本調査業務

（株）横打 一般競争入札 5,145,000 8月22日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

9

茨城県鉾田市上幡木
東部区域における平
成２５年度都市部官
民境界基本調査業務

兼原測量設計（株） 一般競争入札 9,975,000 8月23日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基
礎的な情報を整備し、市町村等の負担軽減
を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

茨城県土浦市におけ
る平成２５年度都市部

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基

土地・建設産業局地
10

る平成２５年度都市部
官民境界基本調査業
務

（株）八州 一般競争入札 7,014,000 8月23日
民有地の間の境界情報の整備に必要な基
礎的な情報を整備し、市町村等の負担軽減
を図る。

土地 建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

11

千葉県八千代市（第2
区域）における平成２
５年度都市部官民境
界基本調査業務

（株）八州 一般競争入札 6,279,000 8月23日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

12

茨城県潮来市におけ
る平成２５年度都市部
官民境界基本調査業
務

（株）八州 一般競争入札 6,069,000 8月23日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基
礎的な情報を整備し、市町村等の負担軽減
を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517
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13

千葉県八千代市（第3
区域）における平成２
５年度都市部官民境
界基本調査業務

国際測地（株） 一般競争入札 4,998,000 8月23日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

14

茨城県鉾田市飯島・
上沢東部区域におけ
る平成２５年度都市部
官民境界基本調査業
務

ホコタ設計コンサルタ
ンツ（株）

一般競争入札 15,645,000 8月26日

市町村等の地籍調査の前提となる官有地と
民有地の間の境界情報の整備に必要な基
礎的な情報を整備し、市町村等の負担軽減
を図る。

土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

茨城県大子町におけ

15

茨城県大子町におけ
る平成２５年度都市部
官民境界基本調査業
務

共同測量（株） 一般競争入札 5,775,000 8月26日 平成２６年度６月公表予定
土地・建設産業局地
籍整備課調査第二係
内線30-517

平成２６
年度に
繰越

366,229,500
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